
（単位：千円）
年　　　度 元 2 3 4 5 6

経常一般財源（Ａ） 12,137,51713,241,02414,168,77915,398,80213,888,26115,352,429
経常経費充当一般財源等（Ｂ） 9,549,66310,243,38211,178,19011,654,61210,927,13311,780,357
差引（Ａ）－（Ｂ） 2,587,854 2,997,642 2,990,589 3,744,190 2,961,128 3,572,072
経常収支比率（Ｂ）／（Ａ） 78.7% 77.4% 78.9% 75.7% 78.7% 76.7%

年　　　度 7 8 9 10 11 12
経常一般財源（Ａ） 16,192,56016,179,34015,977,38516,527,19915,969,87516,672,152
経常経費充当一般財源等（Ｂ）12,264,56212,970,68713,759,40214,059,06213,933,83613,624,047
差引（Ａ）－（Ｂ） 3,927,998 3,208,653 2,217,983 2,468,137 2,036,039 3,048,105
経常収支比率（Ｂ）／（Ａ） 75.7% 80.2% 86.1% 85.1% 87.3% 81.7%

年　　　度 13 14 15 16 17
経常一般財源（Ａ） 16,662,42415,992,58916,085,35622,655,23322,842,691
経常経費充当一般財源等（Ｂ）14,064,74613,839,30713,985,45820,255,79720,522,748
差引（Ａ）－（Ｂ） 2,597,678 2,153,282 2,099,898 2,399,436 2,319,943
経常収支比率（Ｂ）／（Ａ） 84.4% 86.5% 86.9% 89.4% 89.8%

※16年度は、合併後の取手市（旧藤代町含む）の数値。

  　人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税、を中心
  とする経常的な収入たる一般財源がどの程度充当されているかをみることにより、当該団体の財政構
　造の弾力性を判断するための指標として用いられる。

  　毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されず自由に使用できる収入。
　　普通税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、
　ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、普通交付税、交通安全対策特別交付
　金、経常的に収入される使用料、手数料、財産収入及び諸収入のうち使途の特定されないものをいう

  ・経常一般財源

経常収支の推移（普通会計）

  ・経常収支比率

経常収支の推移
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